
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課題１ 女性活躍社会を実現するまちづくり 

課題２ 仕事と生活の調和を目指すまちづくり 

課題３ 子育て・介護・健康にやさしいまちづくり 

 

 

 

 

 

 

 

  

基本計画 

 

基本目標Ⅰ 

 女性活躍の推進とワーク・ライフ・バランスの実現 

参考資料１ 
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45.7%
40.3% 39.9% 36.5% 35.1% 34.3% 32.5% 32.1% 31.1%

0%
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20%

30%

40%

50%

東京都 多摩市 国分寺市 小金井市 府中市 調布市 国立市 日野市 稲城市

都平均：33.6％

基本目標Ⅰ 女性活躍の推進とワーク・ライフ・バランスの実現 

 

課題１ 女性活躍社会を実現するまちづくり                       

 
 

●市が設置する審議会等における女性委員の割合の推移 

出典：令和元年度～令和５年度 地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況 

＊目標設定の対象である審議会等の目標及び現状値 （内閣府男女共同参画局）  

 

 

 

 

 

 

 

 

●審議会等における女性委員の割合（近隣市との比較） 

出典：令和５年度 地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況 

＊目標設定の対象である審議会等の目標及び現状値（内閣府男女共同参画局） 

 

 

 

 

 

 

 

●女性管理職を有する企業の割合の推移（企業規模別） 

出典：各年度 雇用均等基本調査（厚生労働省） 

 

 

 

 

 

 

 

  

◆政策・方針決定過程への女性の参画拡大の目標実現に向け、より一層の取組強化が必要です。 

◆係長相当職役職にに就く女性は増加していますが、より上位の役職を目指すためにスキルア

ップや意識啓発、環境づくりが必要です。 

◆地域社会の場における男女の地位･立場の平等を実現するため、地域の女性リーダーの育成や

地域活動に気軽に参加できる環境づくりなどが重要です。 

 

都市区町村の平均

を上回り、近隣自

治体の中では中位

の女性比率。 

31.3%
33.5%

31.3%
34.0% 35.1%

20%

25%

30%

35%

40%

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

男女ともに40％以上を目標と

している審議会等における委

員の女性委員割合は30％を超

えて推移。 

98.1%
96.0% 97.7% 96.3%

93.0%

99.6%
95.4% 94.0%

55.0%
56.9%

59.9% 60.1%

54.7%
57.1% 58.0% 59.0%

59.2%
56.5%

50.5%
54.5%

51.0%
49.1% 50.5%

48.3%

98.5% 98.6% 99.4% 99.3% 98.2% 100.0% 99.0%
96.2%

72.8%
70.9% 71.9%

74.8%
71.3%

75.3%
77.2% 76.0%

63.4%
61.3%

55.5%
59.0%

55.8% 55.4% 55.3% 54.6%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

5000人以上

100～299人

10～29人

5000人以上

300～999人

10～29人

課長相当職以上

（役員含む）の

女性管理職を

有する企業

（企業規模別）

係長相当職以上

（役員含む）の

女性管理職を

有する企業

（企業規模別）

中規模企業の係長相当職以上の女性管

理職を有する割合は増加傾向だが、全

体的には減少傾向で推移している。 
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●地域社会の場において男女の地位・立場は平等になっていると思うか 

出典：府中市男女共同参画に関する意識調査（令和５年度・平成30年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●市や地域での活動への参加状況 

出典：府中市男女共同参画に関する意識調査（令和５年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●自治会長の女性割合（近隣市との比較） 

出典：令和５年度 地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況（内閣府男女共同参画局） 

＊国立市は全自治会ではなく性別欄のある名簿を提出した自治会のみの女性比率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

20.7% 38.0% 40.8% 0.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

N=682

参加している 参加したいができていない 参加するつもりはない 無回答

10.2%

6.4%

7.4%

10.6%

37.6%

29.4%

27.6%

35.8%

40.2%

36.0%

29.3%

24.0%

2.1%

6.0%

3.6%

2.5%

8.8%

0.8%

0.6%

0.4%

19.4%

27.1%

24.8%

1.1%

2.0%

4.4%

1.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

国（R4）

N=2,487

都（R3）

N=1,990

市（H30）

N=772

市（R5）

N=682

男性の方が非常に優遇されている どちらかといえば男性の方が優遇されている
男女の地位・立場は平等になっている どちらかといえば女性の方が優遇されている
女性の方が非常に優遇されている わからない
無回答

市（R5）調査では

都（R3）や市（H30）

調査に比べ、男性

優遇が増加傾向。 

府中市の女性自治

会長は５人に１人

の割合。 

23.6% 23.0% 22.1%
19.5%

14.6% 12.4% 10.8%
7.5%

0%

10%

20%

30%

小金井市 調布市 国分寺市 府中市 多摩市 日野市 稲城市 国立市

地域活動等へ参加したいが

できていない市民は４割弱。 
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－施策の方向・展開－ 

（１）政策・方針決定過程への女性の参画拡大（政治・行政） 

施策の方向 

審議会等の委員に占める女性の割合を高め、あらゆる施策に男女共同参画の視点が反映できる

よう、「委員の構成比を男女ともに40％以上」を目指した積極的な取組を促進します。また、

委員の人選においては慣例や役職にとらわれない人選を働きかけるなど政策・方針決定過程へ

の女性の参画拡大を図ります。 

 

 

 

 

（２）経済分野における男女共同参画の推進 

施策の方向 

市内事業所等の雇用における男女の均等な機会を促進するため、男女の格差を解消するよう事

業所等を対象とした意識啓発を図ります。 

市内事業所等における女性の参画拡大を促進するとともに、女性が活躍するための能力の開発

を支援します。また、女性が起業に挑戦できるような支援を積極的に推進します。 

 

 

 

 

 

  

〇審議会等の委員の構成比が一方の性別に大きく偏らないよう、審議会等の「委員の構成比を男

女ともに40％以上」とし、政策・方針決定過程で男女それぞれの意見が反映されるよう、市政

のあらゆる分野に女性の参画拡大を図ります。 

〇市民の意見を政策に反映できるよう、計画策定時の市民意識調査の実施や審議会等への公募

市民の登用など、老若男女問わず市民の意見を広く聴く機会を設けます。 

〇国や東京都からの労働に関する情報や女性活躍推進に関する情報を、市内事業所等や市民に

向けて様々な広報媒体による周知に努め、意識啓発を図ります。 

〇ライフステージに応じて仕事と生活を両立して働き続け、その能力を十分に発揮することが

できるよう市内事業所等に対し意識啓発を図るとともに、労働者本人に対しては、労働全般に

関する相談を行います。 

〇女性の就業に活かすことができるスキルアップやキャリアアップのための研修やセミナーを

開催し、女性人材の発掘や能力開発に取り組みます。 

〇職場におけるハラスメント行為の防止のため、意識啓発や相談窓口の周知を図ります。 

施策の展開 

施策の展開 
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（３）地域活動における男女共同参画の推進 

施策の方向 

性別や年齢にかかわらず、誰もが気軽に地域活動へ参加できるよう、ボランティア活動・市民

活動の情報の発信や活動の支援充実を図ります。 

地域活動の場において年齢や性別によって役割が固定化しないよう、幅広い年齢の男女の参画

を促進します。 

 

 

 

 

－目標指標－ 

指 標 
現状値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和11年度） 

審議会等委員の女性委員の割合 

（委員の構成比、男女ともに40％以上） 
36.07% 40%以上 

【指標の考え方・目標値の算出方法】 

「第５次男女共同参画基本計画」(内閣府)において設定されている、国の審議会等委員及び専門

委員等に占める女性の割合を2025年までに40％以上、60％以下とする成果目標に準じて、40%以上

を目指す。 

府中市は女性が活躍できる都市だと思う市民

の割合 
27.9% 38% 

【指標の考え方・目標値の算出方法】 

あらゆる分野における女性の参画拡大が進むことにより、府中市は女性が活躍できる都市だと思

う市民の割合の向上を目指す。（府中市男女共同参画に関する意識調査） 

 

  

〇地域活動に参加する意思をもつ市民が地域活動へ参加しやすい環境づくりを支援します。 

〇各種講座の開催や団体同士の交流機会の提供など、市民の地域活動やボランティア活動を支

援するとともに、活動に関する情報提供を行います。 

〇市民自らの学びや活動につなげるため、市民からの要望に応じた出前講座の実施や地域スポ

ーツ活動促進の支援を行います。 

〇子育て中の市民の地域活動への参加を促進するため、市主催事業等で託児支援を行います。 

 

施策の展開 
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－事業－          ＊No.が色付けされている事業は他の施策で再掲されています。 

No. 事業項目 事業概要 担当課 

（１）政策・方針決定過程への女性の参画拡大（政治・行政） 

1 

全ての審議会等にお

ける委員男女それぞ

れの構成比率を40％

以上に促進 

・市の政策・方針・決定の場において、女性の参画を推進す
るため、全ての審議会等において、委員の男女それぞれの
構成比率40％以上を目指します。 

政策課 

2 
男女共同参画につい

ての調査 

・市民のニーズ等に沿った政策立案に資するよう、市民意識
調査等により男女共同参画に関する調査を実施します。 
また、全市的に実施している市政世論調査を活用します。 

多様性社会推進課 

（２）経済分野における男女共同参画の推進 

3 

ソーシャルビジネス

や起業に関する情報

や学習機会の提供 

・ソーシャルビジネスの起業や事業の継続を支援するため、
メンターや職員による個別相談を受け付けたり、市民同
士が交流できる機会を提供したりします。 

協働共創推進課 

4 

女性の就職支援講

座、起業のための講

座等の実施 

・関係団体と連携し、女性の就職や再就職、起業に役立つセ
ミナー等を関係団体と連携し開催します。 

・関係機関等が発行する広報媒体等を市内事業所等に周知
します。 

多様性社会推進課 

産業振興課 

5 労働情報等の周知 
・国や都からの情報提供を受け、労働関係法、労働保険、就
労に関するセミナー等の開催に関する情報を、広報を通
じて周知します。 

産業振興課 

6 

指導的立場への登用

に向けた女性のキャ

リア支援 

・女性のキャリア支援及び管理職への登用の意識啓発を図
るため、市民・市内事業所等を対象とした研修や講座等を
実施します。 

・関係機関等が発行する広報媒体等を市内事業所等に周知
します。 

多様性社会推進課 

産業振興課 

7 
ライフステージに応

じたキャリア支援 

・結婚・出産・育児・介護等のライフステージに応じた女性
のキャリア支援の意識啓発のため、市民等を対象とした
講座等を実施します。 

・関係機関等が発行する広報媒体等を市内事業所等に周知
します。 

多様性社会推進課 

産業振興課 

8 
事業所に対する女性

活躍促進の働きかけ 

・関係機関等が発行する広報媒体等を市内事業所等に周知
します。 

産業振興課 

9 

長時間労働是正やワ

ーク・ライフ・バラ

ンス推進に関する啓

発活動の充実 

・長時間労働是正やワーク・ライフ・バランスの推進に関す
る情報を、ポスター・パンフレット等により周知し、市民
の意識啓発を図ります。 

・広く市民・・市内事業所等へ意識啓発を図るため、広報紙等
を活用した啓発活動を実施します。 

多様性社会推進課 

産業振興課 

10 年金・労働相談 
・労働条件、労使関係、年金、健康保険、雇用保険、労災、
ハラスメントなど労働全般の相談に社会保険労務士が助
言・指導を行います。 

広聴相談課 

11 
職場におけるハラス

メント防止への対応 

・国や都からの情報提供を受け、市内事業所等へハラスメン
ト防止に関する意識啓発や相談先等の周知を図ります。 

産業振興課 
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No. 事業項目 事業概要 担当課 

（３）地域活動における男女共同参画の推進 

12 

誰もが参加しやすい

コミュニティ活動の

推進及び活動への参

加の促進 

・地域の各種団体等の方々が、性別・年代を超えた交流と触
れ合いの場を広げられる環境整備を支援するとともに、
取組の好事例を発信するなどコミュニティ活動が積極的
に展開される機運を醸成します。 

地域コミュニティ課 

13 

ボランティア活動の

支援及び各種講座の

充実 

・市民活動団体やボランティア活動の情報を収集・提供する
ほか、イベントや講座等を通じて多様な主体・（市民活動団
体や企業、学校等）同士が交流することで社会課題や情報
を共有し、協働に向けたコーディネートを市が行います。 

・社会教育関係団体の支援を通して、生涯学習に関する市民
の地域活動を支援します。また、地域での多様な生涯学習
の場とそれを還元する「学び返し」の機会を充実させるた
め、生涯学習センターや地区公民館における講座等の実
施、生涯学習サポーターや生涯学習ファシリテーターの
活動の充実を図ります。 

協働共創推進課 

文化生涯学習課 

14 
ふちゅうカレッジ出

前講座の実施 

・市民の要望に応じ、職員が講師として現地に赴き、男女共
同参画の推進に関する講座を実施します。 

多様性社会推進課 

15 

自主的なスポーツ・

レクリエーション活

動への指導者派遣 

・市民が主体的に参画する地域スポーツ活動の普及・促進を
図るため、府中コミスポ協力者のほか、スポーツ指導者等
の知識や経験に合わせた活動機会を提供するとともに、
指導者や協力者等を対象とした講習会などを実施し、知
識や技術の獲得をサポートします。また、地域におけるス
ポーツ・レクリエーション活動に必要な指導者を派遣し
ます。 

スポーツタウン推進課 

16 
市主催事業等の開催

における託児支援 

・育児中の方の参加を促すため、市主催事業等で託児を行
う際に保育士等の派遣を行います。 

多様性社会推進課 
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課題２ 仕事と生活の調和を目指すまちづくり                       

 

 

●女性が長く働くうえでの支障 

出典：府中市男女共同参画に関する意識調査（令和５年度） ＊選択肢「その他」「特にない」と無回答は除く 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●自分らしく豊かに生きることのできる社会を実現させるため、市に力を入れて欲しいこと 

出典：府中市男女共同参画に関する意識調査（令和５年度） 

 

 

 

 

 

 

 

  

◆女性が仕事を続けていくため、仕事と生活を両立しやすい環境づくりや、男女を問わず育児

や介護をする人の負担軽減をする支援の充実が求められています。 

◆職場における女性の活躍推進には、固定的性別役割分担意識の解消と女性自身が積極的にキ

ャリアアップに取り組めるよう、情報発信や意識啓発が必要です。 

◆市民のワーク・ライフ・バランスの実現のために、これまでの働き方を改革して生活のための

時間を増やしていく必要があります。 

 

家事・育児との両立が難しい

子どもを預ける施設の数やサービスが不足している

職場での昇進・昇給や、教育制度に
男女の不公平な取り扱いがある

配偶者もしくはパートナーの理解や意識が不足している

高齢者や障害者の介護がある

育児・介護休業制度などを利用しにくい

家族の理解や協力が得にくい

働くことにメリットが感じられない

配偶者もしくはパートナーの転勤がある

職場に結婚・出産退職の慣行がある

40.6%

12.9%

7.9%

7.3%

5.4%

4.0%

3.7%

1.5%

1.2%

1.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

市に望むことは「柔軟

な働き方を選択できる

環境整備」、「育児・介護

する人の負担軽減」。 
育児や介護をする人の負担軽減を行う

男女ともにライフスタイルやライフステージに応じて
柔軟な働き方を選択できる環境を整備する

56.4%

43.6%

62.8%

61.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

男性 女性

女性が長く働くうえで

の支障となっているこ

とは「家事・育児との

両立が難しい」という

意見が圧倒的に多い。 
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●生活の中での「仕事」、「家庭生活」、「個人の時間」の優先度の希望と現状 

出典：府中市男女共同参画に関する意識調査（令和５年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

希望 現状 

希望は 

「家庭生活」と

「個人の時間」を

優先。 

現状は 

男性は「仕事」を、 

女性は「家庭生活」

を優先。 

「家庭生活」と「個人の時間」を優先したい

「個人の時間」を優先したい

「仕事」、「家庭生活」、「個人の時間」
すべてを優先したい

25.4%

22.3%

14.8%

36.5%

21.1%

12.8%

0.0% 20.0% 40.0%

男性 女性

「仕事」を優先している

「家庭生活」を優先している

「家庭生活」と「個人の時間」を優先している

37.1%

11.0%

15.8%

15.6%

25.5%

18.8%

0.0% 20.0% 40.0%

男性 女性
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－施策の方向・展開－ 

（１）就業のための支援 

施策の方向 

労働者が出産・育児・介護等の期間に仕事と生活が両立できるよう職場環境の整備につながる

情報の周知を図ります。また、出産・育児・介護等により離職した女性が、自身の希望に沿っ

た働き方が実現できるよう情報の周知や支援を行います。 

 

 

 

 

（２）女性活躍推進の意識啓発と環境づくり 

施策の方向 

固定的性別役割分担意識にとらわれず、ライフステージに応じて女性活躍が実現できるよう意

識啓発を図るとともに、長期的なキャリア形成や能力開発に向けた取組を支援し、働き方を選

択でき、継続して働くことができるよう環境づくりを推進します。 

恒常的な長時間労働を前提とした男性中心型の労働慣行等の見直しと、ワーク・ライフ・バラ

ンスへの理解を深めるための意識啓発を推進し、時間や場所にとらわれない柔軟な働き方の普

及を促進します。 

 

 

 

  

〇出産・育児・介護等の期間も労働者の希望に沿った働き方が継続できる職場環境の整備や育

児･介護等の休業取得の促進など、市民や事業所等へ労働に関する様々な情報の周知を図りま

す。 

〇出産・育児・介護を理由とした離職者や事業所等に向けて、再就職等に関する情報を提供し、

再就職の支援や職場復帰を促進します。 

〇女性のライフステージに応じたキャリア支援の研修やセミナーを開催し、新しいスキルの習

得など能力開発に取り組みます。 

〇職場におけるハラスメント行為の防止のため、意識啓発や相談窓口の周知を図ります。 

○市民や事業所等へ男女雇用機会均等法や女性活躍推進法などの法制度の周知を図り、男女労

働者間の格差の解消に向け、女性自身が働き方を選択でき、長期的なキャリア形成を実現でき

るよう支援し、意識啓発を図ります。 

○市民や事業所等へワーク・ライフ・バランスの推進に関する情報の周知を図り、より良い生活

と仕事の両立への理解を深め、市民それぞれのワーク・ライフ・バランスの実現に向けた意識

の醸成を図ります。 

施策の展開 

施策の展開 
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（３）市職員の男女共同参画の推進 

施策の方向 

男女問わず職員がその個性と能力を十分に発揮し、働きがいを感じながら職業生活において活

躍できるよう、仕事と家庭を両立できる職場を整備します。 

 

 

 

 

－目標指標－ 

指 標 
現状値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和11年度） 

女性の就職・再就職の支援セミナー等の参加

者数 

123人 

（講座回数3回） 

150人 

（各回50人） 

【指標の考え方・目標値の算出方法】 

セミナーの参加者数の増加を目指す。 

広報紙等に男女共同参画に向けた取組を掲載

する 
0回 1回 

【指標の考え方・目標値の算出方法】 

広報紙等に事業所紹介の記事を掲載する。 

「職場」における男女の地位の平等感につい

て、「平等」と答えた市民の割合 
28.4% 35% 

【指標の考え方・目標値の算出方法】 

職場における男女の地位が平等だと思う市民の増加を目指す。（府中市男女共同参画に関する意

識調査） 

「家庭生活」における男女の地位の平等感に

ついて、「平等」と答えた市民の割合 
68.1% 73% 

【指標の考え方・目標値の算出方法】 

家庭生活における男女の地位が平等だと思う市民の増加を目指す。（府中市男女共同参画に関す

る意識調査） 

 

 

  

〇市職員のワーク・ライフ・バランスの実現や女性活躍推進にかかる取組みについて、府中市特

定事業主行動計画のもと施策を展開するとともに、推進状況を確認し、意識啓発及び環境の整

備を図ります。 

施策の展開 
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－事業－          ＊No.が色付けされている事業は他の施策で再掲されています。 

No. 事業項目 事業概要 担当課 

（１）就業のための支援 

3 

【再掲】 

ソーシャルビジネス

や起業に関する情報

や学習機会の提供 

・ソーシャルビジネスの起業や事業の継続を支援するため、
メンターや職員による個別相談を受け付けたり、市民同
士が交流できる機会を提供したりします。 

協働共創推進課 

4 

【再掲】 

女性の就職支援講

座、起業のための講

座等の実施 

・関係団体と連携し、女性の就職や再就職、起業に役立つセ
ミナー等を関係団体と連携し開催します。 

・関係機関等が発行する広報媒体等を市内事業所等に周知
します。 

多様性社会推進課 

産業振興課 

5 
【再掲】 

労働情報等の周知 

・国や都からの情報提供を受け、労働関係法、労働保険、就
労に関するセミナー等の開催に関する情報を、広報を通
じて周知します。 

産業振興課 

7 

【再掲】 

ライフステージに応

じたキャリア支援 

・結婚・出産・育児・介護等のライフステージに応じた女性
のキャリア支援の意識啓発のため、市民等を対象とした
講座等を実施します。 

・関係機関等が発行する広報媒体等を市内事業所等に周知
します。 

多様性社会推進課 

産業振興課 

11 

【再掲】 

職場におけるハラス

メント防止への対応 

・国や都からの情報提供を受け、市内事業所等へハラスメン
ト防止に関する意識啓発や相談先等の周知を図ります。 

産業振興課 

（２）女性活躍推進の意識啓発と環境づくり 

6 

【再掲】 

指導的立場への登用

に向けた女性のキャ

リア支援 

・女性のキャリア支援及び管理職への登用の意識啓発を図
るため、市民・市内事業所等を対象とした研修や講座等を
実施します。 

・関係機関等が発行する広報媒体等を市内事業所等に周知
します。 

多様性社会推進課 

産業振興課 

8 

【再掲】 

事業所に対する女性

活躍促進の働きかけ 

・関係機関等が発行する広報媒体等を市内事業所等に周知
します。 

産業振興課 

9 

【再掲】 

長時間労働是正やワ

ーク・ライフ・バラン

ス推進に関する啓発

活動の充実 

・長時間労働是正やワーク・ライフ・バランスの推進に関す
る情報を、ポスター・パンフレット等により周知し、市民
の意識啓発を図ります。 

・広く市民・・市内事業所等へ意識啓発を図るため、広報紙等
を活用した啓発活動を実施します。 

多様性社会推進課 

産業振興課 

10 
【再掲】 

年金・労働相談 

・労働条件、労使関係、年金、健康保険、雇用保険、労災、
ハラスメントなど労働全般の相談に社会保険労務士が助
言・指導を行います。 

広聴相談課 

7 

【再掲】 

ライフステージに応

じたキャリア支援 

・結婚・出産・育児・介護等のライフステージに応じた女性
のキャリア支援の意識啓発のため、市民・事業所等を対象
とした研修や講座等を実施します。 

・関係機関等が発行する広報媒体等を市内事業所等に周知
します。 

多様性社会推進課 

産業振興課 
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課題３ 子育て・介護・健康にやさしいまちづくり                    

 

 

●ワーク・ライフ・バランス実現のために府中市に望むこと 

出典：府中市男女共同参画に関する意識調査（令和５年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●待機児童数の推移【保育所・学童クラブ（小学４～６年生）】 

出典：府中市調べ（各年度）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

◆市民のワーク・ライフ・バランスの実現のために、子育て支援や介護支援の充実が求められ

ています。 

◆女性の介護･看護による離職が多いことから、介護の負担軽減のための支援の充実を図るこ

とが必要です。 

◆市民の健康の維持･増進に向けて、ライフステージに応じた健康支援の充実と情報提供の強

化が重要です。 
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少子化の影響と子育て支援の充実もあり保育所の待機児童は減少。 

一方、学童クラブは働く母親の増加した影響か高学年の待機児童が増加。 

介護や子育てに関する

支援を望む声が多い。 

一時預かり等の保育サービスの充実を図る

高齢者・障害者等を家庭で介護する人の
負担を軽減するための情報提供等を行う

男女とも仕事と生活を両立できるようにするため、
企業、事業所に対して環境整備を働きかける

地域全体で子育て支援に取り組めるよう
仕組みづくりを進める
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43.3%

45.4%

44.0%

65.4%
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●介護・看護を理由とする離職者数【令和３年 全国】 

出典：令和４年 雇用動向調査（厚生労働省） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●がん罹患率（部位別）の推移 人口 10万人当たり 男女・年齢階級別【令和２年 全国】 

出典：令和2年 全国がん登録 罹患数・率 報告 2020 （厚生労働省） 
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－施策の方向・展開－ 

（１）子育て家庭への支援 

施策の方向 

共働き世帯の増加や働き方の多様化などに対応し、子育て家庭が地域で安心して子育てできる

よう、多様なニーズに応じた子育て支援の充実を図るとともに、地域社会全体で子育てを支え

合う仕組みづくりを推進します。 

 

 

（２）ひとり親家庭への支援 

施策の方向 

育児・家事・仕事等の両立に伴う負担や経済的な負担がより大きくなるひとり親家庭に対し、安心

して子育てをしながら、自立した生活ができる環境の整備により、経済的自立を促進支援します。 

 

 

（３）高齢者・障害者・介護者支援等の充実 

施策の方向 

男女が共に仕事と生活が両立できるよう、各種制度等の情報提供を行うとともに、介護に関す

る福祉サービスの充実を図り、介護者負担の軽減に努め、介護離職の防止のための支援に取り

組みます。 

高齢者や障害のある人、一人ひとりが自分らしく生きていくための社会的な支援体制の充実を

図ります。 

 

 
  

○子育て家庭が育児と仕事を両立し、安心して子どもを健やかに育てることができるよう、保護

者の多様なニーズに対応した子育て支援事業の充実を図ります。 

○地域全体で子育て家庭を見守り、支援する体制の充実を図ります。 

○保護者の子育てに関する不安を解消し、子育てに関する知識を深める家庭教育を推進します。 

○資格取得や就労支援等のセミナー開催や、日常生活に支障を抱える家庭への生活支援を通じ

て、ひとり親家庭の経済的自立を支援します。 

○市営住宅の優遇抽選や福祉資金の貸付等による経済的支援を行います。 

○高齢者が住み慣れた地域で安心して生活できる環境と支援体制の充実を図ります。 

○高齢者に対する生活支援や介護に関する福祉サービスの情報をわかりやすく提供することに

努めます。 

○障害者が自立して生活できるよう就労支援や地域で有意義な生活を送れるよう支援の充実を

図ります。 

○介護支援サービスや情報提供等を通して、介護者支援を行います。 

施策の展開 

施策の展開 

施策の展開 



17 

（４）生涯を通じた健康支援 

施策の方向 

男女の生涯を通じた健康づくりを支援するため、ライフステージに応じた健康支援や相談の充

実を図ります。 

母子保健医療体制の整備に努めるとともに、妊娠・出産に女性の自己決定が十分尊重されるよ

う、若年層に対し正しい知識を伝え、意識啓発を図ります。 

 

 

－目標指標－ 

指 標 
現状値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和11年度） 

保育所等待機児童数 5人 0人 

【指標の考え方・目標値の算出方法】 

保育所等待機児童数０人を目指す。 

介護保険に関する知識や情報の提供 
出張説明会 

1回 

出張説明会 

6回 

【指標の考え方・目標値の算出方法】 

従前からの出張説明会等に加え、令和６年度から新たにふちゅうカレッジに講座登録したことで

実施回数の増加を目指す。 

家族介護者教室の参加者数 延べ699人/年 延べ400人/年 

【指標の考え方・目標値の算出方法】 

介護に関する知識や技術、介護者自身の健康管理等について学ぶ教室の参加者。 

※「府中市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画（計画期間：令和６年度～令和８年度）」における目標値 

プレコンセプションケアの啓発活動における

相談人数 
56人 70人 

【指標の考え方・目標値の算出方法】 

年2回の啓発活動で1回当たりの相談人数35人を目標とする。（相談員5人、1人当たり7人相談受） 

各種がん検診の受診率 

子宮頸がん・13.2% 

乳がん・22.9% 

大腸がん・9.0% 

増やす 

【指標の考え方・目標値の算出方法】 

府中市保健計画（健康ふちゅう２１）の目標値に準ずる。 

  

○市民のライフステージに応じた検診や予防接種、健康相談、体力の維持増進のためのスポーツ

活動など、生涯を通じた健康づくりの支援の充実を図ります。 

○女性の妊娠から出産、子育て期にわたる切れ目ない支援の充実を図るとともに、リプロダクテ

ィブ・ヘルス／ライツの普及･啓発に努めます。 

施策の展開 
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－事業－          ＊No.が色付けされている事業は他の施策で再掲されています。 

No. 事業項目 事業概要 担当課 

（１）子育て家庭への支援 

17 
一時預かり・定期利

用保育事業の実施 

・保護者の多様なニーズに対応した一時預かり・定期利用保
育事業の実施を継続する。 

保育支援課 

18 
病児・病後児保育事

業の実施 

・病児保育を行う施設に委託を継続する。また、利用者に対
し、利用料及び診療情報提供書文書料の一部を助成する
とともに、診療情報提供書文書料の保険適用を促す。 

保育支援課 

19 教育・保育の提供 
・就学前の子どもに対して、それぞれの家庭の状況に応じて
必要とされる教育委・保育を幼稚園、保育所、地域型保育
事業等を通じて提供する。 

保育支援課 

20 延長保育の実施 ・全保育所での延長保育の実施を継続していく。 保育支援課 

21 学童クラブの充実 
・学童クラブへの入会を希望する児童がすべて入会するこ
とができるよう、放課後子ども教室との連携により対応
します。 

児童青少年課 

22 
地域における子育て

支援の充実 

・地域で子ども食堂を実施している団体の支援をすること
で地域交流の促進や見守り体制の充実を図ります。また、
ファミリー・サポ-ト・センター事業を実施し、地域にお
ける育児に関する相互援助活動の支援に努めます 

子ども家庭支援課 

23 
放課後子ども教室の

実施 

・府中市放課後子ども教室（けやきッズ）を市立小学校全校
で実施し、放課後や学校の長期休業期間中に、学校施設等
を利用して児童が過ごすことのできる場所を提供する。 

児童青少年課 

24 家庭教育学級の実施 

・家庭は子どもたちの健やかな育ちの基盤であり、家庭教育
はすべての教育の出発点であることから、保護者を対象
とした家庭教育学級を実施します。保護者自ら取り組む
学習会を府中市立小中学校PTA連合会に委託して実施す
るほか、保護者の関心に応じた子育てに関する講座を全
市的に実施します。 

文化生涯学習課 

25 母子の健康支援 
・母子の健康保持と増進を図るため、健康診査、相談及び教
育事業等、妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支
援を行います。 

子ども家庭支援課 

26 
住宅確保要配慮者へ

の居住支援 

・高齢者・障害者・子どもを養育する者等が、適切な住宅を
確保し、安定した居住を継続できるよう、住宅部門と福祉
部門が連携した居住支援事業により民間賃貸住宅への円
滑な入居を支援します。 

住宅課 

（２）ひとり親家庭への支援 

27 
市営住宅における優

先入居の実施 

・高齢者やひとり親世帯を対象とした市営住宅の優遇抽選
や、障害者を対象とした割当募集を実施します。 

住宅課 

28 

ひとり親家庭の自立

のための支援サービ

スの実施 

・ひとり親家庭の親に対して、自立を支援するためのセミナ
ーを開催したり、母子家庭等自立支援教育訓練給付金の
支給等を行います。また、状況に応じてひとり親家庭ホー
ムヘルパーを派遣します。 

子育て応援課 

29 

母子及び父子福祉資

金、女性福祉資金の

貸付の実施 

・貸付を必要としているひとり親家庭に対して、適切な貸付
を実施します。 

子育て応援課 
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No. 事業項目 事業概要 担当課 

（３）高齢者・障害者・介護者支援等の充実 

26 

【再掲】 

住宅確保要配慮者へ

の居住支援 

・高齢者・障害者・子どもを養育する者等が、適切な住宅を
確保し、安定した居住を継続できるよう、住宅部門と福祉
部門が連携した居住支援事業により民間賃貸住宅への円
滑な入居を支援します。 

住宅課 

27 

【再掲】 

市営住宅における優

先入居の実施 

・高齢者やひとり親世帯を対象とした市営住宅の優遇抽選
や、障害者を対象とした割当募集を実施します。 

住宅課 

30 
高齢者の住まいの安

定的な確保 

・住宅に困窮する一人暮らし高齢者に対し、市が管理運営す
る高齢者住宅を提供するとともに、管理人等による入居
者の安否確認を行い、緊急時の対応や日常生活の支援を
行います。 

高齢者支援課 

31 
障害者（児）サービ

スの充実 

・障害者（児）が受ける介護サービスについて必要な給付を
行うとともに、引き続き様々な支援を進めていきます。 

障害者福祉課 

32 
障害のある人への自

立支援 

・障害者が自立した地域生活を送ることができるよう、障害
者就労支援事業の強化を図ります。 

・知的障害のある方が、地域でより有意義な生活を送るため
に、自立への方法や余暇を充実させる活動を学び、また、
その中で、周りの人とのコミュニケーションを学ぶ機会
を提供します。 

障害者福祉課 

文化生涯学習課 

33 
介護保険事業など福

祉サービスの充実 

・高齢者の在宅生活を支援するため、高齢者の見守りや短期
入所等の各種生活支援サービスを提供します。 

・介護予防の取組の普及を図るとともに、介護が必要な場合
には、自立支援を目的とした介護保険・福祉サービスを提
供します。 

高齢者支援課 

介護保険課 

34 

情報の提供体制・介

護保険サービス相談

体制の充実 

・市の広報やホームページの活用、高齢者に対する福祉サー
ビスのパンフレットやガイドブックの発行など、分かり
やすい情報の提供を心掛け、制度やサービスの内容の周
知に努めます。 

高齢者支援課 

35 
介護に関する知識や

情報の提供 

・パンフレットや講座、出張説明会、相談等により、制度の
周知を図り、介護に関する知識や情報を提供します。 

介護保険課 

障害者福祉課 

36 介護者への支援 

・介護者が体調不良等により介護ができないときの支援を
行います。 

・介護に関する知識や技術の普及、介護者同士の交流や情報
交換の支援を行います。 

高齢者支援課 

（４）生涯を通じた健康支援 

25 
【再掲】 

母子の健康支援 

・母子の健康保持と増進を図るため、健康診査、相談及び教
育事業等、妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支
援を行います。 

子ども家庭支援課 

37 
ライフステージに応

じた健康支援 

・ライフステージに応じた健康支援・（各種がん検診・予防接
種・歯科検診等）を実施します。 

・多様な主体を対象としたスポーツ活動機会の充実を図る
ため、総合体育館や地域体育館、その他体育施設などにお
いて、様々な世代を対象としたスポーツ教室等を開催し、
市民が身近な場所でスポーツ活動に参加し、地域交流の
機会を提供します。 

健康推進課 

スポーツタウン推進課 

38・ 健康に関する相談 
・歯科医師、保健師、看護師、栄養士、歯科衛生士による相
談事業を実施します。 

健康推進課 

39 
フレイル予防への取

組の充実 

・フレイル予防に関する情報の提供や講座の開催、フレイル
予防に関する取組を実施します。 

高齢者支援課 
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No. 事業項目 事業概要 担当課 

40 

リプロダクティブ・

ヘルス／ライツの

啓発 

・女性が主体的に妊娠・出産について自己決定することが
できるよう、リプロダクティブ・ヘルス/ライツの普及・
啓発活動を行います。 

・母子保健相談を通しての啓発のほか、両親学級などの場
で父親に対する意識啓発も行います。また、妊娠前の女
性についても講座等で意識啓発を行います。 

多様性社会推進課 

子ども家庭支援課 

 


